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令和８年度事業計画 

Ⅰ 基 本 方 針 

 第３次中期経営計画に掲げたカーボンニュートラル（CN）と資源循環（CE）を取組の柱としつ

つ、ICETTの今後のあり方検討に係る進捗を踏まえ、設立当初の財団の目的を再認識し、環境保

全と経済発展の両立をめざす観点から、地域の産業の活性化、高度化に貢献するべく事業を推進

します。 

 加えて、財団の運営面において、公益財団法人移行後の事業環境の変化に的確に対応していく

ことが喫緊の課題となっており、以下の考え方を基本とし事業を推進します。 

 

①  定款の目的や第３次中期経営計画に基づき、国外向けと国内向けの取組を推進する中

で、これまで以上に国内向けの事業に注力します。 

取組の推進にあたって、国外については既に事業化されている取組について、成果（地球

環境の保全、地域社会・経済の発展）につながるよう、戦略的、効果的に推進します。国内

については、関係機関等と連携しながら、産業界の取組の現状やニーズを踏まえ、三重県及

びその周辺の中部圏のエリア（以下「当地域」という。）の事業者のCN及びCEに関する

取組を一層促進するため、新たな事業の構築も含めさまざまな取組を展開します。 

②  国外向けの事業については、外部資金を調達しながら、当地域の企業や団体の技術等を

最大限に活用し取り組みます。 

③  国内向けの事業については、当面は自主財源を活用しながら、県内（特に北勢地域）に

おいて、CN・CEの分野に関する企業の活動や多様な主体が連携した取組が活性化・高度化

するよう、ICETTとして今できることから取組を進めます。 

④  三重県や四日市市をはじめとする県内市町、また、中部経済産業局や中部地方環境事務

所など当地域における国の機関や企業、関係団体等との連携を一層強化しながら、新たな

事業の構築に向けて取り組みます。 

⑤  財政収支の改善を図るため、宿泊施設の見直しに係る検討結果に沿って、効率的な施設

運営と不要な支出の抑制に必要な対応を進めます。 

 

Ⅱ 公益目的事業 

1. カーボンニュートラル（CN）分野における技術移転の推進 

（１） 【重点取組】海外中小企業の脱炭素経営支援〔自主財源、及びAOTS等の補助金〕 

令和６年度にタイ王国工業省工場局（DIW）との間で締結した協力覚書（MoU）に基き、

タイ産業界におけるCN実現のために、タイ中小企業の脱炭素経営支援に取り組み、そこに

当地域の企業が有する技術の活用を目指します。 

① タイにてCNに関するセミナーの開催（２回、タイ主要産業の一つである食品業界にお

けるGHG排出量削減について） 

② GHG 排出量算定に関する伴走型支援を実施中の企業に対しては、省エネ診断の実施や

削減対策の検討、モデルケースの普及拡大 

③ 北勢地域をはじめとする県内の企業の技術や設備等をタイの中小企業に導入するため、

企業のニーズや課題等について情報交換等を行う国内勉強会の開催 

   《事業規模：10,938千円、うち補助額 1,178千円》 
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（２） 中小企業向け脱炭素経営セミナー開催〔四日市市委託〕 

四日市市の中小企業のCN化促進、具体的にはGHG排出量削減の取組を地域ぐるみで促

進することにより、ひいては地域の競争力を強化するため、脱炭素経営に関するセミナー

を実施し、GHG排出量削減の事例や四日市市の政策等を紹介します。  

① 脱炭素経営支援セミナーの開催（時期：５～６月、対象：主に四日市市の 20社程度） 

《事業規模：委託額 500千円》 

 

（３） 多様なCN関連技術の移転〔自主財源〕 

当地域の企業の CN 分野における取組を促進させるため、国内の政策や業界の CN 動向

について、情報収集やセミナーによる情報発信を行います。 

① 当地域の製造業において脱炭素経営や CN 関連ビジネスが更に推進されることを目的

とした、国の施策や先行事例等を紹介する国内セミナーの開催（２回、対象：中部圏内

の企業等、団体、自治体） 

② 当地域と関連性が高いトピック（例：地域内でのカーボンクレジットの有効利用や、省

エネ技術以外の水処理技術等）を取り上げ、企業の事業化に向けた取組の契機とするた

め、関係企業の参画のもと意見交換・勉強会の実施（１回、対象：中部圏内の企業等、

団体、自治体） 

《事業規模：1,979千円》 

 

（４） 四日市コンビナートカーボンニュートラル化推進委員会にオブザーバー出席することなど

により情報収集を行い、関係する企業（コンビナート企業等）に対し、当該事業の創出に向け

た働きかけを行います。 

 

2. 資源循環分野における技術移転の推進 

（１） 循環経済への移行に資する先進的取組調査〔三重県委託〕 

三重県内に、資源循環のモデル事業を新たに創出し、資源循環にかかる高度な技術の移転

の実現を図ることを目的として関係者との連携を検討します。 

① 令和７年度に国内の先進事例のデスクトップ調査や、現場のヒアリング調査から事例

を収集。令和８年度はその調査結果に基づき、県内での資源循環のモデル構築に向け

た調査及び検討。 

《事業規模：2,253千円》 

 

（２） フィリピン廃棄物のエネルギー回収技術移転〔AOTS助成/自主財源〕 

フィリピン共和国科学技術省（DOST）と協働しながら、第三管区パンパンガ州において実

施してきた食品廃棄物のエネルギー化技術の移転については、これまで提供・共有してきた

当地域の企業の技術が現地企業へと導入されるよう、セミナーを開催します。 

① パンパンガ州における当該技術導入を想定した事業化促進セミナーの開催（１回、 

対象：現地企業、業界、自治体） 

《事業規模：3,675千円、うち補助額 2,340千円》 
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（３） 多様な資源循環関連技術の移転〔自主財源〕 

当地域の企業等に、国内での多様な資源循環関連産業の創出の機運醸成のための情報提供

の機会としてセミナーを開催します。 

① 国内セミナーの開催（１回、対象：中部圏内の企業等、団体、自治体） 

② 三重県内において廃太陽光パネルの高度なリサイクルを行うモデル事業を新たに創出

することを目指した、情報発信や地域の企業等との連携体制づくり 

《事業規模：1,405千円》 

 

（４） 循環関連産業における先進的取組促進事業〔三重県委託〕 

三重県内の循環関連産業の脱炭素化等の取組を推進するため、経営層を対象としたセミ

ナーの開催や、先進的な取組に挑戦する事業者向けの個別支援を行います。 

① 国内セミナーの開催（１回、対象：三重県内事業者） 

《事業規模：委託額 1,554千円》 

 

（５） プラスチック資源循環に関するリサイクル等技術の移転〔自主〕 

三重県内でのプラスチック資源循環に関するリサイクル等の取組を促進するため、関係

企業・機関との連携を強化し、その活動を支援します。 

① 三重県内における事業化に向けた関係企業・機関との連携強化とその活動の支援 

《事業規模：500千円》 

 

3. 地域のニーズをふまえた環境課題への対応 

（１） 天津環境交流事業企画運営〔四日市市委託〕 

四日市市の友好提携都市である天津市における環境問題の改善に貢献するため、天津市

の行政官等を招聘し、我が国の環境保全技術や管理手法等に関して交流を図る来日研修を

実施します。 

① 環境保全技術及び関連施策に関する講義及び取組状況の視察（時期：11 月頃、対象

者 : 天津市行政官等６名） 

《事業規模：委託額 4,066千円》 

 

（２） 企業や団体の委託により、開発途上国における喫緊の環境課題の迅速かつ着実な解決に向

けた環境保全技術や行政的管理手法等にかかる研修を行います。 

 

4. 次代を担う人材の育成と情報・技術交流の促進 

（１） グローカル人材育成推進〔三重県委託〕 

三重の未来を担う若者を国際社会で通用する能力やグローバルな視点、経験を生かして、

地域社会・地域経済の活性化及び持続的発展に貢献する人材（グローカル人材）として育

成するため、有識者等による講演やグループワークを行う講座を開催します。 

① 海外においても積極的に事業を展開している県内企業の方々や国際的な環境課題等

に取り組む研究者等による講演及び参加者によるグループワークなどを内容とする

講座の開催（３回、対象：三重県出身もしくは在住の高校生～35歳程度の若者） 

  《事業規模：委託額 2,385千円》 
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（２） 高校生地球環境塾企画運営〔四日市市委託〕 

次代を担う青少年による環境保全活動の活性化のため、四日市市及び同市と友好関係に

ある中国天津市、米国ロングビーチ市の高校生に対し、環境問題について国際的な視野で

共に学び、議論する機会等を提供します。 

① 環境問題に関する有識者の講義受講、フィールドワーク、参加者同士の意見交換等（時

期：７月末～８月、対象：天津市・ロングビーチ市・四日市市の高校生 各４名） 

  《事業規模：5,678千円》 

 

（３） 産業人材の卵育成交流事業〔四日市市委託〕 

四日市市及び同市と経済交流協定を締結しているベトナム社会主義共和国ハイフォン市

の将来的な協力関係の基盤構築を図るため各市の次代を担う高校生が、産業と環境の調和

をテーマに互いの産業や文化について学ぶ機会を提供します。 

なお、本件は協定締結 10周年記念事業として実施するものです。 

① 産業と環境の調和をテーマにした講義や現場見学・体験学習、参加者同士の意見交換

等（時期：８月上旬、対象：ハイフォン市・四日市市の高校生 各４名） 

  《事業規模：委託額 6,067千円》 

 

Ⅲ その他の事業 

（１） 情報提供及び普及啓発事業  

当地域を中心とした多様な主体間のネットワーク形成及び CN･CE の取組の活性化のた

め、財団の活動状況や最新の環境技術情報等を国内外へ発信します。 

① 三重県及び四日市市等を通じたプレスリリースやホームページによる随時の事業案

内及び活動状況の報告 

② メールマガジンによる定期的な事業案内及び最新の環境技術情報等の発信 

③ 機関誌（日本語版）、ニュースレター（英語版）による活動成果等の国内外への発信 

 

② 収益事業 

宿泊研修施設については公益目的事業での利用のほか、収益事業として企業や教育機関

の研修等の利用に供しており、令和７年度の稼働率（見込み）は 2.7％です。（公益目的事業

を含む全体の稼働率の見込みは 3.6％）引き続き、収入の確保につながるよう適切に対応し

ます。なお、宿泊研修施設運営見直しの検討結果を踏まえ、令和９年度から宿泊研修施設の

運営を休止することとし必要な対応を進めます。 

 

③ 法人管理部門 

財産の運用については、財産規程の基づき、安全を第一とし、外部専門家による資産運

用委員会の意見を参考とし、財産の保全及び確実な運用収入の確保に努めます。 

組織体制については、事業の進捗や今後の財団の在り方に柔軟に対応できる組織体制の

構築に努めます。 

事業推進にあたって、事業の進捗や地域ニーズの観点から効果を見極め、必要に応じて

見直しを行います。また、事業執行にあたり、コスト削減や業務効率化に対する職員の意識

のさらなる向上を進め、財務体質の健全化を図ります。 


